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京都議定書が発効し、2008年から 2012年の第一約束期間内に日本は、1990年
比で温室効果ガスを 6%削減することが義務づけられた。しかしながら、民生部門
におけるエネルギー消費の伸びは著しく、都市部における CO2排出量の削減が喫
緊の課題となっている。こうした背景より、CO2排出量を抑制し省エネルギー型
都市を形成するためには、都市レベルにおけるエネルギー利用の効率化の推進が
重要である。 
日本の一次エネルギー最終利用率は 35%と低い。日本の熱源性能は年々向上し
ているが、パリやコペンハーゲンほど都市排熱を有効に活用するには至っていな
い。都市排熱を活用できる受け皿として熱源ネットワークの構築が重要であり、
その導入に対し有効となる基礎的研究やデータの蓄積が必要である。 
本研究は、既存地域冷暖房施設と清掃工場の実態調査を行い、東京都心部にお
ける熱需給の現状を明らかにするとともに、都市内に点在する CGSや清掃工場の
高温排熱源を広域ネットワークによって連携し、都市排熱利用による都心部での
CO2排出量の削減効果を検討したものとして意義ある研究と考える。 
 
第 1章「従来研究と本研究の位置付け」では、東京都 23区の熱供給事業の現状
が、熱供給エリアカバー率 2%、普及率 6%、ごみ焼却排熱利用率 6%であるのに対
し、欧米諸国の平均では各々86%、38%、20%(CGS排熱 72%)となっており、日本で
の普及が大きく遅れていることから、都市排熱を活用できる熱源ネットワーク構
築の重要性を述べている。その導入効果を検討するためには、既存の熱源稼働状
況と熱負荷及び排熱利用状況などに関する詳細データの蓄積が必要となる。従来
研究では、熱源稼働状態、熱負荷及び排熱利用状況などに関する年間時刻別のデ
ータが少なく、需給バランスに関する分析ができていないことを指摘し、本研究
の着手に至った経緯を示している。 
第 2章「熱供給システムとネットワークの現状」では、欧米諸国と日本の地域
冷暖房の、誕生の背景と発展の経緯の違いを比較しながら、現状に至るまでの経
緯と動向を調査している。欧米では都市熱供給施設は都市基盤施設として定着し、
熱源のネットワーク化により発電排熱やごみ焼却熱の有効利用も積極的に行われ
ている。これに対し、日本の地域冷暖房は歴史が浅く、電力系統やガス配管網が
完成した後に、公害防止施設として導入され発展してきたため、熱源のネットワ
ーク化という点では大きく遅れたと指摘している。さらに、先進事例として諸外
国の熱源ネットワークの整備手法や事業概要、整備効果について調査しており、
特に、パリとコペンハーゲンにおける熱源ネットワークに関する調査解析は東京
のこれからにとって大きな成果となる。 
第 3章「東京都心部における地域冷暖房の実態調査研究」では、東京都心部に
おける 54箇所の地域冷暖房施設の熱負荷特性、機器構成、台数制御、機器効率、
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及び熱製造量、エネルギー消費量を調査し、その稼働実態を明らかにしている。
その結果、プラント全体の月別平均稼働率は通年で 50%以下であり、さらに 20%
以下の稼働率で運転している時間が年間の半分を超えている。熱損失率は温熱で
年間平均 22%と高く、冷熱では年間平均 6%となっている。負荷の少ない夏期の温
熱損失率が特に高く、平均で 60%となっている。また、調査の実績値から既存の
蒸気系プラント 39箇所の熱供給量を時刻別に求めた結果、既存プラントの蒸気製
造能力（CGS含む）の総計は、約 5.0TJ/hで、ピーク負荷率の平均は 0.67であっ
た。プラント同士を連結する熱源ネットワークを想定すると、ピーク負荷率 は
0.52と低下し、負荷平準化効果が見られる。また、既存プラントの蒸気製造能力
は、現状の供給地域の熱需要の 2倍の容量を持っていることを示している。調査
結果から、既存地域冷暖房施設が抱える設備過大、熱損失の大きさなどの稼働実
態を明らかにしたことは、今後東京都心での熱源ネットワークを検討する際に、
貴重な資料を提供したものと評価できる。 
第 4章「東京都心部における清掃工場の排熱利用に関する実態調査研究」では、
ごみ焼却熱を熱源ネットワークの熱源として利用することを検討するため、東京
都 23区におけるごみ焼却熱の特性、発電及び排熱利用の現状について実態調査を
行い、以下のような知見を得ている。東京都における全ての清掃工場では、ごみ
焼却熱を利用して発電を行っている。20箇所の清掃工場の総発電量は年間約 10
億 kWhであり、その 45%が売電されている。年間全蒸気発生量約 1,000万 tのう
ち、67.6%が発電タービンに投入され、その平均発電効率は 19%である。即ち、全
発生蒸気のうち電力に変換されたのは 12.9%に過ぎない。一方、全てのごみ焼却
熱を熱供給した場合、発電に比べて、投入一次エネルギー削減効果で約 2倍、CO2
排出量削減効果で約 3倍（全電源平均 CO2排出原単位との比較）の効果がある。
これまでほとんど調査事例がなかった清掃工場の蒸気発生量に関する実態調査を
行うことによって、蒸気利用率の低さや発生蒸気を熱供給することの優位性を明
らかにしたことなど、ごみ焼却熱のエネルギー利用効率と共に、省エネルギー都
市の実現に貴重な成果を得たものと認められる。 
第 5章「東京都心部における蒸気熱源ネットワーク試案の検討」では、東京都
心部の土地利用に基づく、熱需要と熱源分布のマップを作成している。都心部で
熱需要の高い池袋、新宿、渋谷、五反田、品川、赤坂、六本木、霞ヶ関、大丸有
地区に、熱源と繋いだ熱源ネットワーク幹線を想定している。熱源とする清掃工
場は 7箇所、供給対象とする蒸気系地域冷暖房エリアは 39地区で、清掃工場の全
蒸気発生量は 9,804TJ/年、既存地域冷暖房施設の全蒸気製造量は 8,485TJ/年であ
り、ごみ焼却熱で既存地域冷暖房供給エリアの年間全熱需要をカバーすることが
可能としている。また、需給の時間的なズレを考慮しても、既存地域冷暖房施設
の熱製造量 8,485TJ/年（CO2排出量 53万 t-CO2/年）の 84%を賄うことができると
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試算している。また、現在、清掃工場で発電に使われている蒸気量で試算しても、
既存熱需要の 64％を賄えるとしており、東京都の CO2排出量削減策として、価値
ある研究成果と認める。 
第 6章「東京都心部における地域熱電併給システムの導入に関する研究」では、
防災性と事業継続性に対する社会的な要望が高まる中で、業務集積地域であり地
域冷暖房集中区域である大丸有、霞ヶ関、六本木、新宿と、大規模な再開発が予
定されている豊洲、築地の 6地域を対象とし、エネルギーのバックアップ機能を
確保できる地域熱電併給システムを検討している。このシステムによれば、約 54
万 kWの CGSが必要になり、これを併用した熱源ネットワークが構築されれば、CGS
排熱の受け皿として、常時の省エネルギー、各種環境負荷物質（特に CO2）の低
減のみならず、エネルギー費用削減も可能となる。非常時においてはインフラ機
能継続による営業停止被害額を低減することができる新たな熱電融合型都市エネ
ルギーシステムとなる研究成果も評価に値する。 
第 7章「都市排熱を利用した熱源ネットワークの効果」では、第 5章で行った
地域冷暖房と清掃工場排熱の需要と供給のバランスを踏まえた上で、第 6章で提
案した大規模 CGSを熱源ネットワークに取り込んだ検討を行っている。その結果、
供給面積が増えるほど、一次エネルギー及び CO2排出量削減効果が大きくなり、
供給面積が 5倍になると一次エネルギー削減量が約 70PJ/年、CO2削減量が約 190
万 t-CO2で、いずれにおいても、著しい効果があることを示している。 
第 8章「まとめと展望」では、各章における結論を総括している。先進事例の
パリに見られる熱需要の高い都心部をカバーする熱源ネットワークが、またコペ
ンハーゲンに見られる郊外の清掃工場と熱需要の高い都心部を繋げた熱源ネット
ワークが、東京でも導入可能であり、しかも極めてその効果が高いことを提示し
ている。 
 
以上を要するに、本研究論文は、都市排熱と熱需給の実態調査を通じて、東京
都心部における熱源ネットワークの構築とその有効性について研究したものであ
る。アジアの大都市が急成長を続け、そのエネルギー消費も急増する中、東京を
対象に熱源ネットワークの効果を研究することで、アジア各都市のエネルギーシ
ステムの構築研究の先例を示した本研究の意義は極めて大きい。 
よって本論文は今後の都市環境工学の発展に大きく寄与するものであり、博士
（工学）の学位授与に値するものと認める。 
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